
佐賀県高度情報化推進協議会 

令和５年度第３回幹事会議事録 

 

 

◆日時／参加者                                     

日 時： 令和６年 1月 16 日（火） 佐賀県市町会館 ３F 大会議室 C  14:00～15:30 

参加者： 19 名（（現地）座長・幹事 12 名、（オンライン）3 名、事務局長・副事務局長・事務

局員４名） 

 【次第】 

  １ 開会 

  ２ 開会挨拶  

  ３ 議事 

(1) 令和５年度 幹事会直轄事業進捗報告 

1.ＩＣＴ利活用調査研究事業の見直し委託事業について 

2.ＩＣＴ利活用促進事業補助金の手続きについて 

3.先進地事例視察先について 

4.情報モラル啓発イベントについて 

   （2） その他 

４ 議事録 

(1)  令和５年度 幹事会直轄事業進捗報告 

１． ＩＣＴ利活用調査研究事業の見直し委託事業について 

・事務局より、調査研究見直し委託事業の結果を説明する。 

・（井田幹事）：A グループの「取り組みたい事業があった」の 4 件というのはどういう

事業か。使いたいという内容が具体的にあるならば、それで利用できる形に補助金

を変えてしまってもいいのでは。 

 

・（事務局）：具体的な内容まで把握していないが、過去ツール導入費用への補助とし

て利用できないか、との問合わせがあり、利用不可という話になったということは

聞いている。 

 

・（羽石座長）：（調査研究事業費を）使ったことはある。ＩＣＴシニア利活用を推進す

る目的で、買い物難民、キャッシュレスの調査をし、どこでつまづいているのか、

学生を使って調査した。使いにくい部分といい部分があるが、実証研究としては、

学生にとって現場経験を積めるのはメリット。デメリットとしては、予算執行が煩

雑。受け手と補助金を出す側のマッチングが難しい。 



・（日當幹事）：ワードとして調査研究が重い。参加しやすい形を。アウトプットとし

ての見直しとして、事業化してサービス化になれば使いやすい。ドローンを使った

事業に使いたい。 

 

・（中野幹事）：いつからの事業か？ 

 

・（事務局）：平成 26 年度から今の形で実施している。 

 

・（中野幹事）：当時はＩＣＴを推進していく時代だったが、今はすでにＩＣＴは一般

化しており、「調査」「研究」という時代ではない。ＤＸの推進をしないといけない

ということで動いているところ（ＤＸ推進は県庁の他部署が取り組まれているし）。

デジタルデバイド対策ということならＯＫかも。個人的にはやめていいと思う。会

員が利用したい事業がこの事業の対象でないならば、事業を続ける意味はないので

は。 

 

・（堤幹事）：このニーズからして必要なのか。高情協はわずかな会費。行政からオー

ダーを上げてもらうやり方もあるのでは。人手不足。（就職希望者には）地元で活躍

してほしい。会員の関係者が会員の企業で就職した場合に補助金を出すのはどうだ

ろうか。（佐賀県の）職業訓練は年間 700 人で、ＩＣＴがこのうちの半分。地元の企

業に貢献してほしい。 

  

・（富崎幹事）：ターゲットの再考が必要ではないか。会の目的に照らせば、個人に開

放してよいのではないだろうか。ターゲットを学生にしたら十分この金額でできる。 

 

・（羽石座長）：企業のインターンシップとして使ってみてはどうか。 

       次回の幹事会までに見直しの内容を決めておくように。 

 

 

２． ＩＣＴ利活用促進事業補助金の手続きについて 

     ・（羽石座長）：そもそもどのような補助金なのか説明をお願いします。 

 

・（事務局）：交付要綱の趣旨及び補助対象事業を説明。 

今後、想定を上回る申請件数が出た場合の対処として検討案を 2案提示。 

案１は事前に利用希望を調査し、利用希望団体数で予算を按分。 

案２は予算時に決めた団体数に基づき審査会で決定。 



・（井田幹事）：自分たちのところは審査して補助している。按分はむずかしいのでは（た

とえば、金額によってはやっぱり使わないとなった場合に再配分するのか余らせるの

か等）。 

 

・(事務局)事前の調査段階で、「満額補助を受けれない場合、交付を希望するかどうか」

まで確認をとる。調査結果を年度前に共有して、内示のような形で希望団体に提示を

する。 

 

・（羽石座長）：審査会は判断が難しかったり、事務局側の負担も考慮し、第１案になっ

ている。 

 

・（久野幹事）：困りごと相談を受ける人がどんどん増えてる。予算が減ったら困る。 

 

・（事務局）：予算は有限のため、全てを満たすことは不可能であり、有限の予算をどう

配分するかということ。 

 

・（中野幹事）：審査会のほうがよい。按分したら事業をしない（できない）という企業

が増えるのでは。 

 

・（羽石座長）：佐賀大学の場合は、国からの補助は満額では来ないし、一部大学側でマ

ージンを抜いた額が研究室にくる中でやりくりしている。 

 

・（香月幹事）：この制度は、ＰＣの普及がされたころにシニアに対して補助する目的で

作られた。「シニアへの補助」が本来の目的である。格差の社会に対して高情協は対応

していいのでは。 

 

・（羽石座長）：時代によって対象者、ターゲットも変わってくる。根本部分の対応は合

わせて議論をしていく。 

 

 

（多数決をとられる）※オンライン参加の江北町は意思表示なし 

  ○第 1案賛成→現地 9 名（羽石座長含む）＋オンライン 2 名＝11 名 

  ○第２案賛成→現地３名 

  ※多数決で第 1案に決定する。 

 



３． 先進事例視察について 

（事務局より説明） 

 ・特に意見なし 

 ・（羽石座長）：学映システムの漢字に誤りがある。（「学英」となっている） 

                                                                                                                                     

４． 情報モラル啓発イベントについて 

（事務局より説明） 

・（羽石座長）：佐賀大学美術館にも（サイネージ）はあるが…。見に来る人は受賞

者の保護者くらいか。 

 

（２）その他 

   ・特に意見なし 


